
経済財政諮問会議における
2020年前半の主な検討課題について

～成長と安心の未来に向けて～
（参考資料）

資料１－２

2020年１月17日

竹森 俊平
中西 宏明
新浪 剛史
柳川 範之



70.6 

68.9 

70.4 

81.2 

75.6 

76.7 

99.9 

94.0 

95.1 

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105

1994 2000 2005 2010 2012 2015 2018

雇用者報酬

可処分所得

調整可処分所得

（％）

（年度）

2

マクロ経済の好循環の推進～労働分配率等の推移～

図１ 労働分配率等の推移（国民所得比）
～2018年度の労働分配率は雇用者報酬増、企業所得減により上昇～

（備考）「平成30（2018）年度国民経済計算年次推計」により作成。可処分所得は雇用者報酬に
個人企業の営業余剰、利子等の財産所得、年金等の現金による社会保障給付を加え、所得
税等の税負担、社会保険料負担を差し引いたもの。調整可処分所得は、可処分所得に現物
社会移転（受取）を加えたものであり、以下を含む。

・「現物社会移転(市場産出の購入)」：医療保険や介護保険における保険給付分や公費負担医
療給付のほか、義務教育に係る政府による教科書の購入費 等

・「現物社会移転(非市場産出)」：公立保育所や国公立学校等(一般政府)、私立保育所や私立
学校等(対家計民間非営利団体)の産出額のうち、利用者の料金負担等で賄われない部分等

100

200

300

400

500

600
（万円）

2008年（男女計、規模計） 大・院卒

2008年（男女計、規模計） 高卒

2018年（男女計、規模計） 大・院卒

2018年（男女計、規模計） 高卒

（備考）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により作成。

図２ 賃金プロファイル
～大卒・院卒の賃金は若年層を除き、低下傾向～

（備考）厚生労働省「賃金事情等総合調査」により作成。
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図３ 退職金プロファイル
～会社都合・自己都合も全体として水準が上昇～
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デジタルニューディール、人材投資・人材育成

図４ 高度外国人材の在留者数
～在留期間が無期限である「高度専門職２号」は400人程度にとどまる～

（備考）「在留外国人統計」、出入国在留管理庁資料より作成

（注）高度外国人材は「高度専門職」1号・2号及び「特定活動（高度人材）」の在留者数。
カッコ内は全体に占める割合。
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図５ 在留者の内訳（中国→日本）

（備考）出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2019年6月末）より作成
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図８ 外国人訪日旅行客数、消費額、平均宿泊日数
～平均宿泊日数が減少する中、消費額は伸び悩み～

図７ 企業規模別輸出額及び対売上高輸出割合（全産業）
～中堅・中小企業の輸出割合は低下～

（備考）日本銀行「全国企業短期経済観測調査（短観）」により作成。2019年度は見込み値。

（日）

（備考）観光庁資料により作成。

グローバル・ハブ
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少子化対策・女性活躍・働き方改革2.0の一体的かつ継続的推進

（備考）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」、厚生労働省「人口動態統計」によ
り作成。1944～1946年（昭和19～21年）は、戦災による資料喪失等資料不備のため省略。1948
～73年（昭和22～47年）は沖縄県を含まない。

図９ 出生数及び合計特殊出生率の推移
～2019年の出生数は約86万人で過去最低～

（備考）総務省「労働力調査（詳細集計）」により作成。「不本意非正規雇
用労働者」は、現職の雇用形態（非正規雇用労働者）についている理由
が「正規の職員・従業員の仕事がないから」と回答した者。

図10 不本意非正規雇用労働者数（年齢別）
～45歳以上は約16万人減にとどまる～
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（備考）総務省「住民基本台帳人口移動報告」により作成。

6

地域活力の再起動
図11 東京圏の転出転入者数の動向

～東京一極集中に歯止めがかかっていない～

（備考）帝国データバンク「１都３県・本社移転企業調査」により作成。

図12 首都圏企業の転出転入動向
～企業の首都圏への転入超が継続～

図13 ふるさと回帰支援センターへの来訪者・問合せ数の推移
～40歳未満の相談件数は２万件超～

（備考）認定NPO法人・ふるさと回帰支援センター「2018移住希望者の動向プ
レスリリース」により作成。40歳未満は来訪者・問合せ件数にセンター利用者
の40歳未満の利用割合を乗じて算出。

図14 都道府県別・高齢者数の変化（2015年→2040年）
～首都圏を中心に医療・介護ニーズが高まる85歳以上人口が増加～

（備考）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018年３月）」により
作成。2015年は国勢調査による実績値、2040年は10月1日時点の推計人口。
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